
7 款 1 項 2 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

28,810 28,810 28,810 28,810 28,810 144,050

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

中心市街地空き店舗数 店舗 37 35 39
中心市街地店舗数 店舗 115 117 106
双海中山商工会会員数 人 210 210 210
伊予商工会議所会員数 人 793 795 821

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 30,562 25,330 52,774 24,491

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

56,549
県支出金 0 0 0 0

人件費 1,352 1,527 763 1,527
国庫支出金 0 57,200 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.17 0.19 0.10 0.19
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,528
合計 0 82,530 52,774 81,040

事業費
直接事業費 29,210 81,002 52,010 79,512
人件費 1,352 1,528 764

改善策の
具体的

取り組み

商工会議所、商工会と連携して、雇用促進事業に取組む。

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

伊予市商工会議所、中山商工会、双海町商工会の円滑な活動の実施

事業の内容

市内商工業の振興及び改善のため、運営事業費、小規模事業推進対策費、大型店対策事業、青色申告、商
工振興対策、商店街近代化対策事業及び商品券発行による地域活性化事業　等

平成27年度においては、地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金を活用し、個人消費を喚起し、地域経
済の活性化を図るため、プレミアム付きの「愛顔のえひめ商品券」と「ますます伊予市しあわせ商品券」の発行
事業を行う。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業の対象 伊予市商工会議所、中山町商工会、双海町商工会

根拠法令等
伊予市商工振興事業費補助金交付要綱、伊予市中山町商工会党活動補助金交付要綱、伊予市双海町商工
会党活動経費補助金交付要綱、伊予市商工会共通商品券発行事業費補助金交付要綱

予算科目

総合計画での位置付け
産業の振興〜もりもり元気なしごとづくり〜
商業の振興

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 経済雇用戦略課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

572
記入者情報 所属長： 市野 孝敏 担当責任者： 大谷 基文

事務事業名 商工振興助成事業



5二次評価
（所属部長）

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
行政評価委員会抽出事業

課題認識

　自己の課題認識のとおり、商工団体への事業活動へ支援を行っているが、事業成果の検証に努め、既
存商店街と地域の活性化に配慮した新たな事業展開も視野に入れて更なる積極的な支援に取り組む必
要がある。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

本年度は、地方創生交付金を活用し、愛媛県と連携した「愛顔のえひめ商品券」と市単独の「ますます伊
予市しあわせ商品券」の２種類のプレミアム付き商品券（ともに２０％）を発行した。

　結果としては、５０％強が大型店舗での使用であった。

　双海、中山地域の商店等の活性化のために商工会等が、更に積極的に地域内での使用をアピールし
ていかなければならないと思う。また、本庁地区の商店街においても年々店舗が減少しており、新たな取
り組みを模索している。来年度は、商店街で「まちゼミ」の開催を計画するとともに、創業者支援計画に基
づき、関係機関と連携して創業支援に取り組む。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

4
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 1020 1005 1035 1040
実　　績 1003 1031 0 0

成果指標

成果指標
中心市街地（旧伊予市）商店街における店舗数及び空き店舗数。伊予商工会議所及び双海中山商工会会員
数

指標設定の
考え方

伊予商工会議所及び双海中山商工会の活動に伴う会員数の増減ける店舗数の変化による状況把握。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標29年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・成果指標の記載が分からない。

・積極的に支援に取り組んでいただきたい。

・助成する際、商工業者数と組合員会員との兼ね合いを把握しながら、商工業発展のための施策をしな
いといけない。

・運営事業費の他に各種施策があり、成果はそれぞれ違う。会員が増えた減っただけでなく、細かく見て
いただきたい。

・事業の目的が大雑把過ぎる。もう少しきちんと絞らないといけない。

・プレミアム商品券発行に関しては、その効果が分かるような指標を入れることが大事である。

・商工会議所の各事業に対する成果について、きちんと把握することが大事だと思う。

・もう少し突っ込んだ意見の交換会や協議会をやっていただきたい。

・根拠法令の違う商工会議所と商工会は、一本化してほしいと継続して言い続けるべきである。もう少し
すっきりした構造にしておいた方がよい。


